
令和 2年 11 月 20 日 
契約責任者 東日本高速道路株式会社 

   代表取締役社長  小畠 徹  
 
 次のとおり拡大型指名競争入札を実施しますので、お知らせします。 
 
1. 拡大型指名競争入札に付す事項 

1-1 購入等件名 新霞が関ビル １５階東事務用備品等購入 

1-2 数量 仕様書のとおり 

1-3 納入場所 仕様書のとおり 

1-4 購入等件名の仕様

等 
仕様書のとおり 

1-5 納入期間 契約締結日の翌日から令和 3 年 3 月 26 日まで 

 
2. 拡大型指名競争入札の実施等に関する事項 
2-1 指名競争入札実施

理由 

本件は、東日本高速道路株式会社契約事務処理要領第６条第２項第１号の定めに準じ、拡大

型指名競争入札とする。 

2-2 指名通知の日 令和 2 年 11 月 20 日（金） 

2-3 指名基準 (1) 指名通知の日において、「東日本高速道路株式会社契約規程実施細則（平成 17 年度細則第

16 号）」第 6 条の規定に該当しない者であること。 

(2) 過去 10年間に競争入札にて発注した事務用備品購入に関する案件の契約実績があること。 

(3) 指名通知の日から入札・開札を経て落札者決定の日までの期間（期首及び期末の日を含

む。）に、東日本高速道路株式会社から「地域 3（関東支社が所掌する区域）」において、取

引停止措置を受けていないこと（取引停止期間（期首及び期末の日を含む。）との重複がない

こと。）。 

 
3. 指名を受けていない者(非指名者)の競争参加に関する事項 
3-1 非指名者の競争参

加資格 

非指名者のうち次の全てに該当する者は本件競争入札に参加することができる。 

① 「2.拡大指名競争入札の実施等に関する事項」中「2-3 指名基準」(1)を満たす者。 

② 審査基準日（「3.指名を受けていない者（非指名者）の競争参加に関する事項」中「3-4 

競争参加に必要な手続（1）競争参加資格確認申請書及び納入・契約実績証明書の提出」

①に示す提出期限日をいう。以下同じ。）から落札者決定の日までの期間（期首及び期末

の日を含む。）に、東日本高速道路株式会社から「地域 3（関東支社が所掌する区域）」に

おいて、取引停止措置を受けていないこと（取引停止期間（期首及び期末の日を含む。）

との重複がないこと。）。 

3-2 競争参加に必要な

条件 

  契約責任者から競争参加資格があると認められること。 

競争参加資格確認結果通知予定：令和 2 年 12 月 15 日（火） 

3-3 契約図書の配布方

法等 

配布期間：令和 2 年 11 月 20 日（金）から令和 2 年 12 月 7 日（月）まで 

配布方法：契約書、入札者に対する指示書、仕様書等は東日本高速道路株式会社のホームペー

ジよりダウンロードすること 。 

（https://www.e-nexco.co.jp/bids/public_notice/search_service/） 

3-4 競争参加に必要な

手続 

(1) 競争参加資格確認申請書の提出 

① 提出期限：令和 2 年 12 月 7 日（月）16 時必着 

② 提出場所：東日本高速道路株式会社 総務・経理本部 経理財務部 調達企画課 

提出方法：封筒に＜令和 2 年 12 月 22 日開札「新霞が関ビル１５階東事務用備品等購入」

の競争参加資格確認申請書類在中＞と明記し、競争参加資格確認申請書（様式-1）を入

れ、「5.入札・開札に関する事項」に示す方法により提出するものとする。 

 
4. 競争参加資格に関する事項 
4-1 入札に参加しよう

とする者との間の資本

又は人的関係 

指名通知の日又は審査基準日から入札・開札を経て落札者決定の日までの期間（期首及び期

末の日を含む。）において、入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する

関係がないこと。 

なお、当該関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ること

は、入札者に対する指示書 1[1]「入札手続の公正性・透明性の確保に関するお願い」の②(1)

の記載に抵触するものではないことに留意すること。 

1. 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 

 1）子会社等（会社法(平成 17 年法律第 86 号)第 2 条第 3 号の 2 に規定する子会社等をいう。

以下同じ。）と親会社等（同条第 4 号の 2 に規定する親会社等をいう。以下同じ。）の関係

https://www.e-nexco.co.jp/bids/public_notice/search_service/


にある場合 

 2）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

2. 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 

ただし、1)については、会社等（会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第 2 条第 3

項第 2 号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）第 2 条第 4 号に規定する再生手続きを存続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成

14 年法律第 154 号）第 2 条第 7 項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 

 1）一方の会社等の役員（以下に掲げる定義に該当する者をいう。以下同じ。）が、他方の会

社等の役員を現に兼ねている場合 

 2）一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人（以下に掲げる定義に該当する者をいう。

以下同じ。）を現に兼ねている場合 

 3）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

 【役員の定義】 

  会社法施行規則第 2 条第 3 項第 3 号に規定する役員のうち、次に掲げる者をいう。 

ⅰ）株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

a 会社法第 2 条第 11 号の 2 に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員で 

ある取締役 

 b 会社法第 2 条第 12 号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

 c 会社法第 2 条第 15 号に規定する社外取締役 

d 会社法第 348 条第 1 項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行し 

ないこととされている取締役 

ⅱ）会社法第 402 条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

ⅲ）会社法第 575 条第 1 項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社を 

いう。）の社員（同法第 590 条第 1 項に規定する定款に別段の定めがある場合により業

務を執行しないこととされている社員を除く。） 

ⅳ）組合の理事 

Ⅴ）その他業務を執行する者であって、ⅰ）～ⅳ）までに掲げる者に準ずる者 

 【管財人の定義】 

  民事再生法第 64 条第 2 項又は会社更生法第 67 条第 1 項の規定により選任された管財人 

3. その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合 

  組合とその構成員が同一の入札に参加している場合、その他上記 1 又は 2 と同視しうる資

本関係又は人的関係があると認められる場合。 

 
5.入札・開札に関する事項 
5-1 入札・開札執行 (1) 入札に必要な書類の提出 

① 提出期限：令和 2 年 12 月 18 日（金）16 時まで 

② 提出方法 

a. 封筒に＜令和 2 年 12 月 22 日開札「新霞が関ビル１５階東事務用備品等購入」の入札

書在中＞と明記し、入札書を入れ封かんし、書留郵便又は信書便により東日本高速道路

株式会社 総務・経理本部 経理財務部 調達企画課あてに提出すること。 

  b. 入札者は、その提出した入札書の引き換え、変更又は取消しをすることができない。 

  ③ 提出書類  

a. 「入札者に対する指示書」5［9］に定める入札書 

(2) 開札 

① 開札日時：令和 2 年 12 月 22 日（火）14 時 30 分 

② 開札場所：東日本高速道路株式会社 入札室 

(3) 開札への立会いのない場合の取扱いについて 

開札への立会いのない入札者がした当初の入札は有効として取扱う。ただし、再度入札を

開札後速やかに実施する場合においては、再度入札は辞退したものとみなす。 

(4) 入札者は、入札及び開札にかかる留意事項として、入札者に対する指示書「5.入札及び 

開札」を参照すること。 

(5) 落札者の決定方法 自動落札方式 

 

 
6.その他の事項 
6-1 質問の受付 (1) 本件競争入札に関する質問は、次に示すとおり受付を行う。 

 ① 受付期間：令和 2 年 11 月 20 日（金）から令和 2 年 11 月 30 日（月）16 時まで 

 ② 受付場所：東日本高速道路株式会社 総務・経理本部 経理財務部 調達企画課 

 ③ 受付方法：書面は持参、書留郵便、信書便又は電子メールにより提出するものとし、普 

通郵便又は FAX によるものは受付けない。なお、書面には、回答を受ける窓 

口担当の部署、氏名、電子メールのアドレス並びに電話及び FAX 番号を併記 



するものとする。（メールアドレス：tyoutatsu_honsya@e-nexco.co.jp） 

(2) 上記(1)により受付けた質問に対する回答は、質問者に対して電送を行うほか、次に定め 

るとおり行う。 

 ① 回答予定日：原則として、質問書を受け取った日の翌日から 5 日以内（休日を除く） 

② 回答方法 ：東日本高速道路株式会社のホームページ（「入札公告・契約情報検索」 

（https://www.e-nexco.co.jp/bids/public_notice/search_service/）「新霞が関ビル１

５階東事務用備品等購入」の「案件情報」内の「備考」） 

6-2 その他 (1) 入札保証金及び契約保証金 免除 

(2) 入札の無効 

  「入札者に対する指示書」5[20]に該当する入札は無効とする。 

(3) 入札結果の通知 

  東日本高速道路株式会社は、落札者を決定したときは、落札者の指名及び落札金額を、

落札者以外の入札者に対し書面により通知する。ただし、開札に立ち会った入札参加者に

対しては、落札者の氏名及び落札金額を口頭で周知する。 

(4) 契約書の作成 

契約にあたって使用する契約書は「3.指名を受けていない者（非指名者）の競争参加に 

関する事項」中「3-3 契約図書の配布方法等」に示す契約書によるものとし、落札者は東日

本高速道路株式会社から交付された契約書 2 通に記名押印のうえ、東日本高速道路株式会

社に提出しなければならない。 

 
注）非指名者のうち「競争参加資格がない」とされた方は、競争参加資格確認結果通知書を受け取った日から７日（休

日を除く）以内に、当職に対し、氏名及び住所、対象となる工事等名、不服のある事項並びに不服の根拠となる事項
等を記載した書面で、その理由についての説明を求めることができます。説明を求める場合の手続については、競争
参加資格確認結果通知書において示します。  

mailto:tyoutatsu_honsya@e-nexco.co.jp
https://www.e-nexco.co.jp/bids/public_notice/search_service/


（様式-1） 

 

競争参加資格確認申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

東日本高速道路株式会社 

代表取締役社長 小畠 徹  殿 

 

 

      住    所 

      商号又は名称 

      代表者氏名      印 

      担当者氏名 

      電話番号 

                     FAX 番号 

                     e-mail 

 

令和 2 年 11 月 20 日付けで入札公告のありました（件名）新霞が関ビル １５階東事務用備品

等購入に係る競争に参加する資格について確認されたく、申請します。 

なお、上記件名の入札公告において示された競争参加資格にかかる要件について、以下のとお

り宣誓します。 

 

・当社は、東日本高速道路株式会社契約規程実施細則第 6条に該当する法人ではありません。

なお、同条第４項第六号に関しては、排除要請等の対象法人ではありません。 

・当社と資本関係又は人的関係にある者は、上記件名の入札手続きには参加しません。 

・今後、落札者決定までの間において上記宣誓事項に変更が生じた場合、速やかに書面をもっ

て契約責任者宛に申し出ます。  
 

 

以  上  

 

注 1 「入札に参加しようとする者の間の資本関係又は人的関係」については、別紙 1「競争参加

が制限される入札参加者間の資本関係又は人的関係」をご確認下さい。なお、申請にあたり

別紙 1 の提出は不要です。 

 

 

 

 

 



 別紙 1「競争参加が制限される入札参加者間の資本関係又は人的関係」 

 

 

 

  



【入札及び競争参加資格確認申請に必要な書類の確認事項】 

 

１. 入札及び競争参加資格確認申請に必要な書類は次の通りです。 
入札及び競争参加資格確認申請に必要な書類について、提出前に 

今一度、不足がないか確認して下さい。 

 
※競争参加資格確認申請に必要な書類の提出方法については、本書3-4

を、入札書の提出方法については、本書5-1を確認して下さい。 
 
２.その他      
  ●提出いただいた競争参加資格確認申請書及び入札に必要な書類は、

東日本高速道路株式会社において記載漏れ等の不備の確認は一切
行いませんので、入札者の責任により書類を確認してください。書
類に記載漏れ等不備があった場合、入札に参加出来ません。（入札
者に対する指示書３[６]〔２〕（３）を参照） 

  ●入札及び競争参加資格確認申請に必要な書類は、提出期限を 
経過した後、差替え、再提出は出来ません。) 

競争参加資格確認申請及び入札に必要な書類 

必要な書類 チェック欄 提出期限 

① 本書3-4(1)に示す競争参加資格確
認申請書 

様式-1 

 令和2年12月7日 

(月) 

16時必着 

② 「入札者に対する指示書」５
［９］に定める入札書 

      
 

令和2年12月18日

(金) 

16時必着 

郵送方法 

書留郵便又は信書便となっているか 
（普通郵便は不可） 

 


